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は じ め に
本稿の目的は,日 本の電機企業X社 が渡 り取 り組んできた生産 システム改革について過去7
年間に渡る筆者の実態調査をもとに記述 し考察することであるω。
ここで取 り上げるX社 は,需 要変動に対する生産 システムの適応力(即 応力)向 上を目指 し
(1)本 稿の記述に際 して,個 別にお名前をお出しすることはできないがX社 の数多 くの方 々か ら長年に




て,近 年抜本的 な システム改革 に取 り組ん できた。 この改革 の動態 的プ ロセスに注 目 レ 「生産 シ
ステムの需要変動へ の適応」とい う問題 についての深 い理解 を得 たい。
1.生 産 システムの フレキ シビ リテ'イと納期問題
生産 システムの競争力 を図 る際 に持 ち出 され る尺 度の1つ が,品 質(Quality),価 格(Cost),
納期(Delivery)で あ り,そ の英語 の頭文字 を採 ってQCDな どといわれ る。 この3つ の指標 は
それぞ れが密接 に関連 してお り,企 業 は取 り巻 く外部環境 のあ りよ うに応 じてQCDの バ ラ ンス
を取 ることがで きる生産 シス テムを構築 し競争力を生 み出 していかな けれ ばな らな い。 同時 に,
外部 環境 と生産 システムのQCDと の関係 を取 り扱 う概念が 「フ レキ シ ビリテ ィ」 であ る。 この
フ レキ シ ビリテ ィとい う言葉 は極 めて多義的 な概念 であるが,一 般 的には外部環境の変化 によっ
て生 産 シス テムのパ フォーマ ンス(QCD)が マイナスの影響 を受 けない度合 いであ る と定義 さ
れ る(藤 本[2001])。 これ ら4つ の指標の 中で,本 稿 の問題意識 と深 く結 びつ いてい るのが 「納
期」 と 「フ レキ シ ビリテ ィ」 であ る。 フレキ シビリテ ィとは外部環境変化へ の適応性 の度合 いで
あ ると述 べたが,こ こで いう外部環境 の変 化 とは,製 品の需要量 の変動の ことを指 す。 つま り,
製 品の需要量 の変化 とい う環境変化 に対 す る生産 システムの フレキ シ ビリテ ィと納期 問題 との関
係 につ いて具 体的なケー スを材料 に考察 してい くわ けであ る。
既 存の数多 くの生産 システ ム研究 を見渡 し,誤 解 を恐 れず に取捨選 択 し大別すれ ば,品 質 。価
格(コ ス ト)の 問題,あ るい はそれ らとフ レキ シビリテ ィの関係 を取 り扱 った研究 につ いて は極
めて豊 富 な蓄積 がある(2)。例 えば,日 本企業 によって体系化 され世 界に向 けて発信 された 「TQC
(TotalQualityContro1)」 「QCサ ークル」 「提案活 動」 あ るいはア メ リカで注 目 され た 「シ ッ
クス シグマ」 な どにつ いての数 多 くの研究 は,文 字 どお り品質問題 その もの,あ るいは品質管理
とフ レキ シ ビリテ ィとの関係 について取 り扱 った ものに他な らない(石 川[1981][1984],法 政
大学産業情報 セ ンター編[1995],青 木他[1988]な ど)。 また,「 多能工」「省人化」「多工程持 ち」
「カイゼ ン」「OJT」 な どの用語 に代表 され る製造現場 におけ る作業管理 に関す る研究 は,生 産性
すな わち生産 コス ト(原 価管理)の 問題 に主要 な焦 点を当てた ものだ といえよ う(大 野[1978],
新 郷[1980],門 田[1991]な ど)。 古 くはテ イラー の 「科 学的管理法」 に始 ま り,こ れ ら製造現
場 の作業管理 とフ レキ シ ビリティに関す る研 究は特 に層が厚い(3)。
それ に対 して,QCDの3つ めの指標 であ る生産 システムの納期問題(Delivery)と フ レキ シ
ビリテ ィの関係 を取 り扱 った研究 はそれ ほど多 くない。代表的な研究 としてSchonberger[1982],
Hall[1983],岡 本[1995],国 狭[1996],浅 沼[1997]な どが挙 げ られ る。 しか しその後,こ の
(2)生 産 の フ レキ シ ビ リテ ィ に関 す る既 存 研 究 の 文献 レ ビュ ー を 行 っ て い るSuarez,etal.[1995]は,そ
れ らが 大 き く,分 析 的(analytical)な もの と実証 的(empirica1)な も の とに 大 別 で き る と して い る。
(3)日 本 企 業 の 製 造 現 場 を対 象 と した 研 究 の 最 近 の代 表 的 な もの と して,中 村[1996],小 池 他[2001]が
あ る。
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問題 に焦点 を当て正面 か ら取 り組 んでい る体系 的な研 究は少な いω。更 にいえば,生 産 システム
が フ レキ シビ リテ ィを確 保す るために,「 いつ」 作 るのか,あ るいは 「いつ」部 品を購買す るの
か とい う,い わばタイ ミング(時 間)に 注 目 した研究 自体 が,こ れまであま りな されて こなか っ
たの であ る(岡 本[1995],若 槻/大 場[2001])(5)。 本稿 の研 究はその空 白を埋 める試 みの1つ で
あ る(6)。
特 に今 日の ように製 品の多品種化 ・モデル チェンジの短サイ クル化が激 しい市場環境の中にあ っ
て,納 期 とフ レキシ ビリテ ィの問題 について改めて考え ることは,企 業 に とって も極めて重要な
課題 で あ り多 くの示 唆 に富ん だ論点 を提示 で きると思 われ るω。 昨今 の実業界 におけ るサ ブラ.イ
チ ェー ン ・マネ ジメ ン トブームの隆盛 もその ことを強 く物語 ってい るといえ よ う(8)。この問題 に
ついては後述す る。
2.販 売 ・生産 ・購 買の コーデ ィネー シ ョン
浅 沼[1997]が,Milgrom/Roberts[1990]の中の一節 を引用 し述 べ てい るよ うに,「 生産が
フ レキ シビ リテ ィの度合 いを進 めるに従 って,伝 統 的にはお互い に分離 した職能 を形成 していた
製品設計,工 程 設計,製 造,お よびマーケテ ィングの間に,よ り大 きな コーデ ィネー ションが必
要」(308ペ ー ジ)と な る。 そのた め,現 代 の企業 の生 産 システム とフ レキ シ ビリテ ィの問題を
分析す るとい う作業 は,1つ には,販 売 ・生産 ・購買 とい う一連の活動 間の コーデ ィネー ション
の問題 を取 り扱 うことに他な らな い。 フ レキシブル な生産 システムそれ 自体 は,販 売 および購買
(4)中 村[1996]も 部分的(第2章)で はあるが納期問題についての考察を行っている。ただし,そ の問
題意識は主として製造現場における作業管理に向けられている。純粋な学術書ではないが最近では,戸
田[2000]が,企 業の時間 リスク管理に関して体系的に論 じている。また,若 槻/大 場[2001]も,納 期
管理の重要性を説いている。Hdweg/Pil[2004]は,ヨ ーロッパの自動車企業における生産 システム
と納期問題について詳細な研究報告を行 っている。瀬戸/本 田[2004]は,日 本の自動車 ・家電産業の
サプライチェーンにおける受発注システムの実態調査を行っている。
(5)「 時間」 というものを競争のベースにした研究としてStalk/Hout[1990],Blackburn[1991]など
がある。また,ト ヨタ生産方式の生みの親とされる大野耐一氏の著書 『トヨタ生産方式』(ダ イヤモン
ド社)の 執筆に深 く関わったとされる三戸節雄氏 は自身の著書 「日本復活の救世主 大野耐一 とトヨタ
生産方式』(清 流出版)の 中で 『トヨタ生産方式』を書いた際の苦労について次のように述べている。
「筆者が連 日連夜,考 えに考え書 き直 しても書き切れなったテーマがある。それは トヨタ生産方式と表
裏一体となってシステムを構成する トヨタ式情報 システムである」(246ペ ージ)。
(6)Suarez,etal.[1995]は,生産のフレキシビリティを,① 品種(Mix)に 対するフレキシビリティ,
②新製品(Newproduct)導 入に対するフレキシビリティ,③ 量(Volume)に 対するフレキシビリティ,
④納期(Deliverytime)に 対するフレキシビリティの4つ に分類 し,プ リント基板産業の実証研究を
通 じて,そ れらの関係について考察 している。 しかしながら,納 期に対するフレキシビリティの問題
(本稿の注目点)に 関 してだけは上記論文においても考察されていない。
(7)三 輪[1989]に,多 品種 ・多仕様化の進展に伴うデリバリー管理の重要性の高まりについて以下のよ
うな記述がある。「もちろん 「納期』を守るという目標の内容および水準は常に変化 している。 日本の
自動車産業の歴史は;生 産車種の増加とオプションの多様化の歴史であり,そ れにつれて増加す る生産
費用 ・在庫費用の増加との戦いの歴史である。この過程で守るべき納期に関する要求は格段に厳 しくな
り,同 時に納期を守ることの重要性はいっそう高 くなった」(170ペ ージ)。
(8)サ プライチ ェー ン・マネジメン トに関する研究 ・文献は数多い。例えば,伊 佐田/小 林[2001],
Simchi-Levi,etal.[2000],藤 野[1999],阿 保[1998],今 岡[1998],福 島[1998],山 下他編[2003]
などを参照されたい。
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部 門 との間で繰 り広 げ られるモ ノと情報の流れに関 しての緊密 なコーデ ィネーシ ョンな くしては
成 り立 たな いのであ る(9)。しか し,購 買 ・生産 ・販 売 に至 るものづ くりの統一 システム とい う視
点 の中で納期 とフ レキ シビ リテ ィの問題 に注 目し考 察 した研究 は意外 なほ ど少 ない㈹。 ただ しこ
こ最近 にな り,こ のよ うな視 座に立 った研究 が徐 々にな されて きて いるの も事実 であ る。特 に,
生産 と販売 のコーデ ィネー シ ョンの問題 に関 しては,い わ ゆる 「生 ・販統合」 の問題 として既 に
い くつ かの優 れ た研 究蓄積 があ る(矢 作 他[1993],岡 本[1995],石 原/石 井 編[1996],石 原
[2000]な ど)。 しか し岡本[1995]を 除 き』,そ れ らは主 と してマ ーケ テ ィングあ るいは流通 ・商
業論 の視点 か ら 「生 ・販 統合」論を展開 して お り,生 産者側の論理 を軸 に した研 究に関 してはそ
れ ほど充 実 してい るとはいえな い。 石原/石 井編[1996]も 述 べて いるよ うに 「製 販統合 の問題
は流通 に大 きな変化 を呼び起 こそ うと してい るが,そ の こ とは流通研究者 が この問題 を分析す る
だ けで十分 だ とい うことにはな らな い。 む しろ逆で ある。 問題 は生産 との間の分 業関係を も問 い
か けよ うと してい るの だ とすれ ば,生 産 の側 か らの議論が どう して も必要 にな る」(9ペ ー ジ)
のであ る。本稿 の貢献 もそ こにあると考 えている。
それ と同時に,生 産 活動の よ り上流部分,つ ま り生産 と購買 の間を繋 ぐ研 究 も相対的 に不十分
であ るといえる。部 品や資材の購買管理活動 が生産 のフ レキシ ビリテ ィを達 成す るうえで どの よ
うな役割 を果 た し,い かな る影響 を与 え るのかとい う問題 につ いて従来 の研 究は十分な説明を与
え ていな い。 これ に関 して,浅 沼[1984][1986][1997]やAnsari/Modarress[1990],Nishi-
guchi[1994],Noda[1994],Oliver,etal[1996],Lieberman/Asaba[1997]などの研 究が
先駆的 な もの と して挙げ られ る。本稿 では,部 品や資材 の購買管理 の問題に も焦点を当て・る。企
業 の生産 活動 におけ る購買管理 が持つ役割 の分析 を充実化 させ ることによ り,「 販売企 業やサ プ
ライヤー との関係 まで も含 んだ トー タル システムと しての生産 システ ム」(藤 本[2001])と 「フ
レキシ ビ リテ ィ」 についての理解 を さらに奥 行きのあ る精緻 な ものへ と発展 させ ることが できる
で あろ う。
3.電 機産業への注 目
1980年 代 にお ける 日本製造 業の 国際競 争力 の高 さの要因 を分 析 した一連 の研究成 果の 中で も
と りわ け有名 なのは,MITの 研究 グル ー プによ る,い わゆ う 「リー ン生 産方式 」 研究 で あ る
(Womack,etal.[1990])。同時 に この 「リー ン生 産方式」 それ 自体 は,自 動車企業,直 接 には
トヨタ 自動車が構築 してい る生産 システ ムを もとに して描 かれ た理念型 であるこ とは一般 的に よ
(9)西 口[1998]は,ト ヨタ自動車の生産システムを例に挙げ,ト ヨタ的な生産方式(ト ヨティズム)は,
サプライヤー,デ ィーラー,さ らには消費者を含む トー タル ・システム的側面があり,そ の成功はカー
メーカーだけでな く,そ れを支える周辺との緊密な同期化と協調 ・共存関係に大きく依存しており,周
辺のどの部分の貢献が欠けてもシステム全体が成 り立たないと指摘する。塩見[1985a][1985b]も,
生産ロジスティクスという概念を用いて同様な見解 を示している。'
(10)最 近の研究では,藤 本[1997][2001]が 製造企業の製品開発 ・購買 ・生産活動を 「トータルシステム」
として捉え,一 貫 した視点から競争力との関係について詳細に分析 している。
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く知られている(藤 本[1998])。 ところが,そ の後の生産 システムに関する多 くの研究をみてみ
ると,意 外なほど自動車産業以外に目を向けた研究が少ないことに気が付 く。 もちろん,数 万点
の部品を複雑に組み合わせて造 られる自動車の製造企業の生産 システムに注目し分析することに
よって,普 遍的な価値をもつ要素を数多く抽出(帰 納)す ることができ,そ の分析結果の多 くは
他の産業 ・企業へと援用可能であろう。ただし従来の研究では,本 稿で分析対象とする電機産業
も自動車産業と同じように日本の戦後経済成長を支えた 「加工組み立て型製造業」ということで,
一 くくりにされてきた感が否あない。暗黙のうちに,自 動車企業(と りわけ トヨタ自動車)に お
びて観察された生産システムの慣行を,そ のまま拡大 し重ね合わせてきた傾向がみられる㈹。そ
のことを物語 るように,電 機産業の生産システムの実態については,自 動車産業ほどは豊富な資
料や研究 ・分析が提供されているとはいえない。 しか し同時に,最 近になって複眼的な視点を持っ
た研究の必要性が叫ばれ始めているの も事実である(藤 本他編[1998],都 留編[2001],三 品
[2002],延 岡[2002])。
例えば三品[2002]は,自 動車産業 と電機産業の差を1つ には自動車産業が自動車という単一
製品生産の巨大事業であるのに対 して,電 機産業は多種多様な製品の複合事業であるという点に
求め,そ の違 いが経営の複雑性の違いとなり業績の優劣となって現れていると考えている。都
留/伊 佐[2001]は,日 本の電機企業 における生産現場革新の調査結果を踏まえ,そ の源流が ト
ヨタ生産方式 にあることは認めつつ も,そ の普及は今 日まだ始 まったばか りであると指摘 し,
「自動車産業=日 本の製造業」 という単純な図式への再考を促 している。
藤本他編[1998]は,既 存の自動車産業のサプライヤー ・システム研究における傾向について
も次のように述べている。やや長 くなるが引用する。
「自動車産業が日本を代表する産業のひとつであるとして も,や はり日本の産業 システム
の一部に過ぎぬことに変わりない。 自動車産業の分析から得 られる結果が他の産業で成 り立
つとは限らぬことは当然である。特に自動車産業の場合,近 年はその国際競争力の高さを暗
黙の前提 として分析が進められてきた傾向があるため,『1980年 代日本の自動車部品サプラ
イヤー ・システムが行 ってきたことは,す べて競争力の向上に貢献 した』 という単純な図式




(11)ト ヨタ自動車の生産システムが,果 たして日本の製造業の生産システム(い わゆる日本的生産システ
ム)の 特徴を代表するものであるのかという問題は慎重に議論すべきであろう。例えば,佐 武[1998]
は,「 わが国の文献では,し ばしば トヨタ生産方式は日本的経営の生産方式 ・日本的生産システムと安
易に等置されている」(287ペ ージ)と 指摘する。
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本稿 で電機 企業のケー スを取 り上 げ る理 由は,以 上の ような問題意識が背景 にあ る。 本稿 が,
日本企業 の生 産 システ ムあるいはサプ ライ ヤー ・システ ムの全体像を立体的 に把握 する とい う作
業へ の一 助 となれれば と考 えてい る。
1電 機企業X社 の生産システム改革の背景と従来の仕組み
1.改 革を促 した背景
本稿で取 り上げる企業は,日 本を代表す る総合家電メーカーX社 である。X社 は1998年 末頃
　 　 　 　 　
から自らのものづ くりの仕組み(生 産 システム)の 改革 に取 り組んでおり,今 現在 も継続中であ
る。X社 が,従 来の生産体制および部品や資材の購買管理の仕組みに大きなメスを入れるとい
う本格的な変革に取 り組み始めた背景には,大 きくは次のような要因があった。・
経済環境の変化:「失われた10年 」 と言われた1990年 代の日本経済低成長の中で,多 くの製
造企業にとって余分な在庫(製 品と部品)を 抱えることがかつてないほどの大きなコス ト負担と
なった。X社 も例外ではな く,そ れにより生産システムの需要変動への適応力強化の必要性が
一気に加速 したのである。そこで社長の号令の下,シ ステム改革へ突き進むこととなった。
急速なIT化 の進展:近 年の情報技術(IT)の 発展に伴い,生 産システム改革を可能にする基
盤が整備されてきた。昨今のサプライチェーン・マネジメン ト(SCM)ブ ームの背景にもこの
ことが深 く関係 していると考えている。SCMは 本質的には,ト ヨタ自動車が構築 してきた生産
システムにおける様 々な手法が主 に欧米諸国で体系化 ・標準化 され,そ れをITに よって武装化
し日本に逆輸入 されてきたもの という見方がある(伊 佐/ア レクサンダ[2001])('2)。X社 も 「現
在試みている生産システム改革は,SCMの 実現に向けた取 り組みである」 という認識を持 って
いるようであり,イ ンタビュー調査の際にも担当者はSCMと いう言葉を実際に使用 していた。
SCMそ れ自体の概念の検討については本稿の範囲を超えるためここでは行わないが,ITの 急速
発達によって従来の生産 ・購買管理上の困難(1つ には情報処理および情報伝達の容量 と速度上
の限界)が 徐々に解決できるようにな り,そ れが生産システムのフレキシブル化を後押 ししたと
いう状況は概ね正 しいと言えよう。さらに電機製品に関 してはIT化 の流れの中で,従 来のよう
な製品カテゴリーの枠が次第に薄れつつあり,複 数の機能やソフ トを組み合わせる情報家電と呼
ばれる製品が次々と現れているのは周知の通 りである。それにより,製 品ライフサイクルがます
ます短 くな っており,需 要変動に機敏に対応 し得る生産体制を構築することの重要性が眼に見え
て高 まってきた。
2.従 来の生産 ・購買計画策定プロセス
まずは,X社 が改革を行 う以前の仕組みについて簡単に確認するという作業か ら始めていこ
(12)い わゆる トヨタ生産方式とSCMと の関係については,佐 武編著[2005]に おいても考察されている。
(331)生 産 システムの適応力向上 .67
う。市場 の需要 動向に関す る情報 が どの ように生産 と購買過程 へ と結 びついてい くのか,完 成品
の生産計画 と部 品の購買計画作成 プ ロセ スを順 に追 いなが ら明 らか に してい く。 なお,こ こで具
体的 に取 り上げ るの は,X社 の 中で もオーデ ィオ ・ビジュアル(AV)機 器を生産 してい る日本
国 内の工場(X工 場)の ケースであ る(表1)。
2.1生 産計画策定プロセス
X社 の製品の販牽は,X社 系列地域販売店と,い わゆる家電量販店の2つ のルー トを通 じて
行われる。それ らの販売店が全国各地域にあるX社 系列の販売会社に製品の発注を行 う。 この









t一 タ プ ルCDプ レー ヤ ー,t一 タ プルMDプ レー ヤ ー,ポ ー タ ブ
ルDVDプ レー ヤ ー,メ モ リー 型 携帯 音 楽 プ レー ヤー,ICレ コー ダ ー,
ミニ コ ン ポ,据 え 置 き型DVDプ レ ー ヤ ー な ど(2004年8月 に デ ジ
タ ル スチ ル カ メ ラが 加 わ っ た)
生産品目数 576モ デル(機 種 ・色 ・仕向け地別にまで分けた場合)
輸出比率 60～70%(時 期 に よ って 異 な る)
製品事業部




出荷 発注 出荷 発注
　 　
地域系列販売店 量販店
出所:日 本経済新 聞社編[2002]132ペ ー ジの図お よび聞 き取 り調査 より筆者作成
図1製 品 発 注 と 出荷 経 路(改 革前)
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それを受けX社 では,毎 月2回,15日 と30日 頃に生産販売会議(生 販会議)を 開き,そ こ
で翌 々月の生産計画を決定する。計画策定の大きな流れ としては,N-2月30日 前後に販売会
社からの注文を受け生販会議の中でN月 前半2週 間分の生産計画を策定する。生販会議では,
営業部門への発注状況に独 自の需要予測を加え,販 売会社までも含めた製品在庫量,部 品在庫量
等 との兼ね合いをもとに生産計画を策定 していく。約1ヶ 月前に2週 間分の生産計画を策定する
というプロセスである。その後,N-1月15日 前後の生販会議で計画の見直 しを行 う。
2.2購 買計画 策定 プロセス
先述 した よ うに生産計 画を策定 した後,基 本的 には生販会議 の翌 日に部品の購買計画を作成 し
各部 品サ プライヤーに対 して発注作業を行 う。た だ し現実 には,部 品サ プライ ヤー に対 しての発
注 プロセ スは部 品毎 に多 様であ り,そ れ ぞれ購買 に要 する リー ドタイム(以 下,購 買 リー ドタイ
ム と呼 ぶ).の 設 定 が異 な ってい る。X社 が購買す る部品 は基 本的 に6つ の段 階 に割 り当て られ
てお り,そ れぞれAラ ンクか らFラ ンクと呼ばれて いる(表2)。
Aラ ンクの部品 が発 注か ら納入 までの リー ドタイ ム,つ ま り購買 リー ドタイ ムが最 も短 く約2
週 間で あ る。 さ らにBラ ンク以降2週 間ず つ リー ドタイムが延 びてい く。購 買 リー ドタ イムの
長 さを規 定 してい るの は,部 品 サプ ライヤーの部 品生産 に要す る リー ドタイム とX工 場 までの
運 送 リー ドタイムであ る。例え ば,生 産 リー ドタイムに約3ヶ 月 と長期間を要す る半導体 が組 み
込 まれ てい るマイ コンやLSIな どの部 品はDラ ンクか らEラ ンクに位置 してい る。 運送 リー ド
タイムが長期 にわ たる海 外 か らの購入部 品な どはFラ ンクに属 してお り,購 買 リー ドタイムが
長 い。
Aラ ンクの部品 の多 くは,部 品サ プライ ヤーがX社 の工 場敷地 内に倉 庫を保有 してお り,部
表2多 様な購買 リードタイム
.ラ ン ク 購 買 リー ドタ イ ム 主 要 部 品
構成比率
(金額ベース)
Aラ ン ク 2週 間 抵 抗 ・コ ンデ ンサ ・ トラ ン ジス タ ・ダ イ
オ ー ド ・包装 材 ・ビス ・成 型 品 な ど
26%
Bラ ン ク 4週 間 ス イ ッチ ・片 面 プ リ ン ト基 板 な ど 23%
Cラ ン ク 6週 間
IC・LCD・ 両 面 プ リ ン ト基 板 ・電 子 コ
イ ル 。 リレー な ど
13%
Dラ ン ク 8週 間
マ イ コ ン ・LSI・IC・ モ ー ター 。LCD・
蛍 光 表 示 管 な ど
7%
Eラ ン ク 10週 間
マ イ コ ン ・LSI。IC・ リモ コ ン ・.ニッケ
ル 水 素 電 池 な ど
13%
Fラ ン ク 12週 間
海 外 部 品(イ ンナ ー ホ ン ・充 電 器 ・電 池
ケ ー ス ・ リモ コ ン ・ス ピー カ ー)な ど
18%




有権が移動する。X社 は,消 費 した部品量に対 してのみ支払いを行 う。 したがって倉庫内の在
庫量の調整は,部 品サプライヤー側の裁量 に委ねられる。部品サプライヤーは,X社 より提供
される事前の生産計画情報をもとに,倉 庫内の在庫量の調整を行 う。ほぼ完成品の生産計画の策
定過程 と連動 した部品購買が可能となっているといえる。また,こ れらの部 品に関してはX社
向けにカスタム化されていない,い わゆる標準部品が多 くを占めており,仮 に必要以上に部品が
余 った際にも,部 品サプライヤーは,X社 以外の他の納入先 メーカーとの間で部品の融通が可
能となっている。
Bラ ンク以降の部品は,購 買 リー ドタイムの長さに応 じて予約発注 という形態が採 られている。
例えばBラ ンク部品の場合,購 買 リー ドタイムが約30日 であるため,30日 前に予約という形で
発注を行 っておき,生 産日の2週 間前に納入 日指定の確定発注を行った際に,仮 に発注量が大幅
に減少 しており,部 品サプライヤー側が発注の減少に生産対応 しきれず,結 果 として部品が余っ
た際にはX社 が全量引き取 りの責任を負うという契約を結んでいる。予約以前には,情 報とい
う形で,販 売予測に基づき事前発注情報を提示する。 この情報提供の段階では,X社 に部品の
引き取 り責任は生 じない。表3は,ラ ンク毎に異なる購買 リー ドタイムと引き取 り責任との関係
を表 した ものである。この表を見れば分かるように,部 品のランクが下がるに従 って,発 注予約
を行う期間が2週 間ずつ延びており,表 の中の影の部分までが引き取 り責任期間の範囲を表して
いる。つまり,各 ランクに属する部品の実質的な購買 リー ドタイムを示 していることになる。X
社が引き取った部品に関しては,そ の後の生産状況によっては廃棄処分 となることがある。同様
にBラ ンク以下の部品に関 しては,引 き取 り責任の範囲が2週 間ずつ拡大 してい く。部品の納
入に関しては,基 本的に1日1回 その部品が使用される日の朝に行われる。
表3購 買 リー ドタイムと引き取り責任
2週 間 4週 間 6週 間 8週 間 10週 間 12週 間 14週 間
Aラ ンク 確定 情報 情報 情報 情報 情報 情報
Bラ ンク 確定 予約 情報 情報 情報 情報 情報
Cラ ンク 確定 予約 予約 情報 情報 情報 情報
Dラ ンク 確定 予約 予約 予約 情報 情報 情報
Eラ ン ク 確定 予約 予約 予約 予約 騨 情報
Fラ ン ク 確定 予約 予約 予約 予約 予約 情報
出所;聞 き取 り調査お よびX社 資料 より筆者作成
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II適 応力の高い生産 システムに向けて
以上 のような生産 ・購買の仕組みについてX社 は,1998年 末か ら需要変動への適応力強化を
狙 った改革 に取 り組んでいるQ3;。X社 の改革の第1歩 は,本 稿で取 り上げているオーディオ製
品を生産する事業部か ら始 まった。X社 の製品の中でもオーディオ製品は生産品 目が多 く製品
の移 り変わりも激 しい。年々その傾向は強まってお り調査対象のX工 場では,1998年 には年間
48モ デルの新製品投入だったものが,2001年 には61モ デルへと増加 している。そのため,オ ー
ディオ製品は極めて複雑な管理と生産 システムの構築が求められる。取 り組みが困難な領域で改
革が成功すれば,他 の製品や工場,事 業部へも援用 しやすいだろうという理由からこのX工 場
が改革のパイロットモデルに選ばれた(14)。





ない(岡 本[2004],富 野[2006])。 そこで,こ れまでは2週 間単位で策定 していた生産計画の
単位を1週 間へと縮小することを目指 した。生販会議を毎週行い,そ こで1ヶ 月先の1週 間分の
生産計画を決定するわけである。そうすることによって,需 要変動への柔軟な対応が可能になる。
販売会社や小売店側も,こ れまでは2週 間単位でしか製品の発注を行えなかったが,こ れが1週
間となることで販売予測 も容易になり,直 接には製品在庫の削減 に繋がる。
1999年 春にX工 場でポータブルCDプ レーヤーを試験モデルに指定 し週単位での生産体制へ
の準備が始まった。その年の下期には実際に試行に入 り,こ の時点でアメリカの大手家電量販店
に対 しては週単位での出荷を実現 した(16)。2000年に入 り,X工 場生産のほぼ全モデルでの週次
生産を開始することとなった。その後,受 注処理や仕掛品(内 部メカニズム部品やプリン ト基盤,
光 ピックアップ など)生 産に要するリー ドタイムの短縮,購 買 リー ドタイムの短縮を徐々に実現
していった(図2)。
(13)改 革以前 にX社 が販売店に対 して行 った聞き取 り調査によると,① 低い納期遵守率 ・納期回答率,
②高い欠品率,③ 市場変化への対応が遅い,④ 情報開示レベルが他社に比べて低 くて遅い,な どの現状
が浮き彫 りになったという(日 本経済新聞社編[2002])。





(15)こ の先X社 といった場合には,X工 場のことを指す。




3W 4W lW 2W 3W 4W 1W 2W
日 '日 '日 '日 `日 '日 '日 `日
1999年 受注処理 部品購買 仕掛品生産 完成品生産
2000年上期 受注処理 部品購買 仕掛品生産 完成品生産
2000年下期 受注処理 部品購買 仕掛品生産 完成品生産
2001年上期 受注処理 部品購買 仕掛品生産 完成品生産
2003年 受注処理 完成品生産
予約受注処理部品購買仕掛品生産
出所:聞 き取 り調査 およびX社 資料 よ り筆者作成

















出所:日 本経済新 聞社編[2002]132ペ ージの図および聞 き取 り調査 よ り筆者作成
図3製 品 発 注 と出 荷 経 路(改 革 後)
商品出荷経路と組織体制に関しても変革がなされた。図1の ように従来は各事業部内にあった
営業部門を切 り離 し新たに設置 した組織であるマーケティング本部に全ての営業機能を集約 した。
これにより需要動向に関する情報収集の窓口が一本化され,生 産部門と販売部門の馴れ合いといっ
た関係の解消も図った(図3)。2001年11月 時点で週単位の製品の注文および出荷が可能 となっ
ている販売店数は約30%弱 にまで上った。 これ らの販売店 とX社 のマーケティング本部 とはオ
ンラインのネットワークで直接結ばれており,販 売店側は販売状況 に関する情報(POSデ ータ)
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例えばt一 タプルCDプ レーヤーの生産工程は,大 きくメカニズム ・プ リン ト基板や光 ピック
ア ップなどの構成部品を製造する工程(仕 掛品生産工程)と,そ れらの構成部品を組み立てる組
立工程(完 成品組立工程)と に分けられる。週単位での生産導入にあたり改革のボ トルネックと
なっていたのが仕掛品生産工程であった。問題は,仕 掛品生産工程 と完成品組立工程の間には生
産 リー ドタイムに大きな開きが存在するという点にある。その大きな要因の1つ が,生 産品目の
切 り替えに伴って生 じる生産設備の段取 り替え時間の差であるC完 成品組立工程 においては約7
分の段取 り替え時間を要するのみであるのに対 し,プ リン ト基板の生産工程(各 種ICや 抵抗,
コンデンサな どの部品をプリント基板に実装する工程)の 切 り替えには約60分 近 くを要するも
のも存在する。そのことが工程間の生産 リー ドタイムに大きな開きを生み出 し,結 果 として生産
計画変更の阻害へと繋がっていた。
そこでこういつた問題を克服するために構成部品の機種間での標準化(共 通化)が 進められた。
表4を みれば分かるように,X工 場において改革前の1999年 と改革後の2000年 の状況を比較
してみると,最 終完成品の品種数については増加 しているのに対 し,構 成部品であるプリント基







完成品種数 115モ デ ル 127モ デ ル
完成基板数 46モ デ ル 35モ デ ル
生基板数 25モ デ ル 18モ デ ル
出所:聞 き取 り調査 より筆者作成
プリント基板の生産工程そのものを改革することによる生産 リー ドタイムの短縮も目指 した。
プ リン ト基板の生産には表と裏の両面を行J工 程があり,こ れまではそれぞれの面の生産に1日
ずつ要 していた。すなわち合計2日 の リー ドタイムを要 していたわけである。そこで,両 面の生
産加工 を同時並行的に実施するという取り組みを実現 し生産 リー ドタイムの短縮化が図られた。
さらに,そ れまで仕掛品の生産に関しては一部を外注先のメーカーに頼 っていた。 この場合,購
・入部品を外注メーカーまで輸送 し生産を行 ったのちに再びX工 場へと搬送す るために長い リー
ドタイムを要 していた。 これを内製あるいは工場内外注へと切 り替えることによって大幅な リー
ドタイム短縮を実現 した。
2.2セ ル生産の導入
仕掛品生産工程 における改革 と同時に,生 産計画の柔軟な変更に対処するため,X工 場では
2001年 から完成品組立工程にセル生産方式の導入を始めた。セル生産方式とは,別 名 「屋台生
産方式」とも呼ばれ,従 来ベル トコンベアによって連結されていた各組立工程をセルと呼ばれる
屋台のような作業所に1つ にまとめ,そ のセルの中で作業員(1人 ～数人)が 全ての工程の組立
作業を行うものである。 このセル生産方式 については,近 年電機企業を中心にして数多 くの導入
取 り組みがなされているようであり,徐 々に研究報告 も蓄積されてきている(都 留編[2001])。
セル生産全般に対する評価や詳細な分析はここでは行わないが,以 下では簡単な実態報告のみを
行 うことにする。
既存のベル トコンベアによる完成品組立 ライ ン20本 のうち,2001年6月 からまずICレ コー
ダーの生産 ラインを皮切 りにセル生産に移行 し,7月 にはポータブルMDプ レーヤー,8月 には
ポータブルDVDプ レーヤーにその対象範囲を拡大 している。2001年11月 時点で,工 場の全コ
ンベアラインのうち約40%が セル生産に移行 した。同工場に限らず,X社 全体の方針と してそ
の後,完 成品組立を行 っている全ての工場はセル化の方向に進んでいった。次に,X社 が認識
しているセル生産導入の主なメ リットを列挙 してみよう。
(1}生 産量変動への対応
大規模な投資を必要 とする従来のベル トコンベア組立設備の場合,生 産量の増減(需 要変動)
への対応能力が弱 くなる傾向がある。例えば,ポ ータブルMDプ レーヤーの生産を例にとると,
コンベア1本 当た り生産台数は1日 上限約3,000台,下 限300台 である。 それ以上に生産台数が
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増えると更に設備を増設せねばならない。 もちろん一旦増設すれば容易には撤去できない。加え
て,300台 か ら3,000台 の変化の範囲内でも,作 業人員の増減は容易に行うことができず,少 量
生産には向かない。 しか しながら,MDプ レーヤーの需要台数は,週 単位で2,000台 から10,00(
台の範囲内で大きく変動する。 したがって,大 規模なコンベア生産では,生 産量の変化に柔軟に
対応することが困難である。
それに対 してセル生産では,比 較的容易に生産量の変化 に対応できる。1つ のセルで1人1日
最低200台 の生産台数から始められ,セ ルに入る人数を増やせば最大で900台 ほどまで対応でき
るという。それ以上に生産量が増えた場合には,セ ルの数を増設することによって対応可能であ
る。基本的に,MDプ レーヤー基本モデル数機種の生産を,1セ ルか ら4セ ルの範囲内で生産量
に合わせて機動的に行 う。
② 生産品種の切り替えへの対応
2001年11月 現在,MDプ レーヤーの機種数は基本モデルが5種 類あ り,そ れに色や形状,仕
向先(国 内/海 外)な どの仕様の違いが加わる。また,ポ ータブルDVDプ レーヤーの場合には,
画面の大きさ(5イ ンチ～9イ ンチ)な どの違いによって全部で20種 類ほどの仕様が存在 し,
それぞれの仕様で組立工数が異なる。この工数の相違がコンベア生産の場合 にはネ ックとなり,
段取 り替えに時間と困難を要する。 しか し,こ ういつた種類と仕様の変化にも,セ ル生産の場合
は約1分 以内で対応できるという。なお,現 在の製品設計が,ベ ル トコンベアラインでの生産を
前提 としたものになっているため,今 後セル生産を念頭においた製品設計へと変更されていけば,
より柔軟な生産対応が可能となる。
(3}組 立加工 リー ドタイムめ短縮




む。例えば,ポ ータブルDVDプ レーヤーの場合,コ ンベア1本 の設置額が約760万 円に対して,
セル1つ の設置額は約300万 円である('7)。さらに,工 場の面積生産性においても,コ ンベア生産
を100%と した場合,セ ル生産で200%以 上 にまで上昇したという。
3,購 買管理体制の改革
ここまで生産現場における改革に焦点を当てて,需 要変動への適応力向上の取 り組みについて
みてきたが,tdか でもX社 が大きな力を注いだ領域が購買管理 における改革である。初めにX
社全体の購買管理体制の変革に関 して,組 織改革を含めたマクロなレベルの流れについて概観す
る。続 いて,フ レキシブルな購買管理体制の構築に向けた ミクロな現場 レベルでの具体的な動き
(17)セ ル生産の設備にほ,治 工具や計測器,屋 台を作る骨組みなどが含まれる。
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を説 明 してい く。
3.1購 買管理の機動力向上
資材や部品の購買管理,つ まり 「企業としてのモノの買い方」 に関 して機動力を発揮するため
にX社 全体で取 り組んできた大きな施策は,以 下のような ものである。
(1}部 品 コー ドの統一
日本の電機企業に多 くみられる組織形態として独立採算を基本 とした事業部制が挙げられる。
X社 も古 くか ら事業部制を採用 しており,傘 下には組織化された複数の事業部が存在 している。
しか しなが ら,製 品群毎の事業部の独立 ・自主性を重ん じてきたゆえに,こ れまでは例えば全 く
同じ種類の部品を異なる事業部が購入 していた場合にも,部 品の認識コー ドがそれぞれの事業部
毎に異なっているという現象がみられた。それをX社 全体で統一 してい くこととなった。そう
することによるメリットは様々な面において表れる。
第1に 管理 コス トの大幅な削減である。例えば,部 品の仕様書や伝票 ・帳簿などの事業部間で
の共通化が可能 となり,事 務面でのコス ト削減に直結する。第2に,部 品の購買管理に関する事
業部間での情報交換が容易になる。例えば,価 格の比較や部品共通化の検討を行 う際にも統一コー
ドの存在メリットは大きい。さらに,今 日のようなテレビとパソコン機能の融合などに代表 され














部品コー ド統一の実現を基盤にし,国 内外の製造拠点が購買部品に関する仕様,購 入数量,価
格,品 質,納 期,サ プライヤーの生産能力等に関するあらゆる購買情報をX社 全体でデータベー




先述 したようにX社 の傘下には,ビ デオやテレビといった製品毎 に組織化された複数の事業
部(事 業グループ)が 存在 している。 しかし,購 買 ・生産 ・販売 ・開発 に関 しての一貫 した独立
性が与え られて:いる事業部制の性格ゆえの弊害が生 じている。例えばそれは,同 じ部品を異なる
事業部で購入 している場合に,こ れまでは異なる価格で購入していたという事実が見受けられる
とい う。 このような事態を回避する目的も含め,よ り効率的な購買管理体制の実現に向けて,X
社内にある事業部横断的な購買活動を管轄する購買管理センターを2002年4月 に新設 した('8)。
今後は,X社 全体の視点か らみた購買活動を行ってい くのである。いわば,組 織のマ トリクス
化を図ろうという取 り組みである。 これにより例えばX社 全体での,部 品の一括大量発注によ
る購買価格の引き下げ も可能となり,小 規模な事業部にとっては大規模な事業部 と同等の価格で
買えるというメリットも生 じる。基本的に,集 積回路やダイオー ド,コ ンデンサ等の電子 ・電気
部品に関 しては,セ ンターが部品サプライヤーから一括集中契約を行 う。さらに,事 業部間での
部品の過不足の調整なども容易になる。このことは生産のフレキシブル化を押し進める。先述 し
た購買データベースに関す るシステム開発 もこのセ ンターが中心 となって行 ってい く。
3.2購 買り一 ドタイムの短縮
工場における週単位での生産体制の実現に伴い,必 要 となった作業が部品の購買 リー ドタイム
を短縮するということであった。先述 したような長い購買 リー ドタイムの存在と引き取 り責任 と
いう契約 により,例 えばFラ ンクに位置す る部品の場合,生 産の3ヶ 月以上前 に行われる販売
(需要)予 測により策定 される事前の生産計画に基づき,部 品サプライヤーに対 して予約発注が
行われる。 しかし,3ヶ 月後の確定発注の際には,事 前の販売予測が外れている可能性が極めて
高い。ただし,そ の際に需要状況に応 じて部品発注量を変更 し,同 時に事前に策定 した生産計画
を急激に変更することは,引 き取 り責任の契約がネ ックとな り容易には実現できなかった。それ
と同時に,引 き取った部品の廃棄金額 も膨 らんでいたという。
長い購買 リー ドタイムがボ トルネックとな り,生 産のフレキシビリティが制約 されていたので
ある。 したがって,部 品の購買 リー ドタイムを短縮することが最大の課題となっていたのである。
そこでX社 は,従 来のEラ ンク以下の長い購買 リー ドタイムを有す る部品を全てDラ ンク以
上に引き上げると同時にランクをより細分化 し,ラ ンク毎の購買 リー ドタイムの差異を1週 間に
まで縮めた(図5)。 それにより1週 間単位の生産計画サイクルへの対応を目指 したのである。
2001年9月 には,全 部品の約30%が 購買 リー ドタイム4週 間以内に収まった。それでは,ど の
ように各部品の購買 リー ドタイムの短縮を実現 したのであろうか・
(1}サ プライヤーの リスク軽減
購買 リー ドタイム短縮の実現にあた りX社 に求められるのが,サ プライヤー側の リスク軽減
(18)『 日本 経 済 新 聞』2002年4月22日(朝刊)。
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2週 間 4週 間 6週 間 8週 間 10週 間 12週 間
Aラ ン ク Bラ ン ク Cラ ンク Dラ ン ク Eラ ンク Fラ ン ク
5
1週 間 2週 間 3週 間 4週 間 5週 間 6週 間 7週 間 8週 間
Aラ ンクBラ ン クCラ ンクDラ ンクEラ ンクFラ ンクGラ ンクHラ ンク
出所:聞 き取り調査およびX社 資料より筆者作成
図5ラ ンクの細分化 と購買 リー ドタイム短縮
である。購買 リー ドタイムの長さの設定は,基 本的にはサプライヤーが当該部品の生産と輸送に
要する時間を考慮 してなされる。 したがって,サ プライヤー側の生産 ・運送 リ「 ドタイムを短縮
しない限りは,メ ーカーの購買 リー ドタイム短縮の時間的拡大に比例 してサプライヤーの見込み
生産期間が伸びるため,論 理的にはサプライヤーの在庫出現 リスク(も ちろん,納 期遅延を前提
としない限 りは)が 増大することになる(富 野[2006])。 この問題の解決を図らず して一方的に
購買 リー ドタイムを短縮することは,X社 ・サプライヤー双方にとって有効でないことは明 ら
かであろう。そのためにX社 は,次 のような取 り組みを行 った。
第1に 重要視されたのが部品サプライヤーとの情報共有の推進である。完成品の販売予測情報,
モデルチェンジに伴う生産打ち切 り情報や生産計画などの情報を,部 品サプライヤー側に可能な
限 り事前に提供 し短い購買 リー ドタイムへの対応力を高めて もらう。完成品の生産打ち切 りに関
する情報は,基 本的に4週 間前に伝達 される。数ヶ月単位で新製品が市場投入されるオーディオ
製品にとって,ど れだけ新鮮で実需に近い情報を提供できるのかというのが購買 リー ドタイム短
縮において大きな鍵を握 っている。
同時に,こ ういつた情報共有 ・交換の効率性 ・俊敏性を高めるためには,取 引の電子化(EDI
化)が 必要不可欠な作業 となる。X社 専用VANの 導入を基本に して取引のEDI化 を推進 して
いった。ただし,町 工場のような規模の小 さな部品サプライヤーなどは,設 備投資費,運 用コス
トや運用技術等の関係上,専 用VANの 導入が困難なケースがあ り,そ の場合には,比 較的安価
なインターネッ トを利用したWEB方 式でのEDI化 を進める。 しか しWEB方 式の場合,一 度
に大量の情報を送付できないなどの問題が存在 していることも事実である。X社 全体では,取
引額の約90%以 上を占める部品サプライヤーとの間でEDIの 構築がほぼ完了 している('9)。
第2に,部 品標準化(共 通化)の 推進である(20)。ここでいう標準化には2つ のレベルがある。
(19)EDIの 導入により,部 品サプライヤーへの発注業務そのものの効率化も図られる。従来は,注 文書
を処理 し部品サプライヤーに送付するといった作業そのものの大部分が,い わば手作業で行われていた
のだが,こ れをオンライン上で瞬時に行うことにより発注事務処理 リー ドタイムを短縮できる。




それは,X社 と他社の製品間での部品標準化 と,X社 の製品間での部品標準化である。第1の
レベルでの標準化が進めば,当 該部品のサプライヤーはX社 からの発注変動分をX社 以外の納
入先 との取引関係で調整可能 となる。 もちろんそ,の場合にはサプライヤーが複数の取引先を保有
していることが前提となる。そこで第2の レベルでの標準化が有効な手段として浮上 してくる。
X社 の製品間での部品が標準化すれば,そ れぞれの製品の生産計画の変更が購買計画へと及ぼ
す影響を削減できる。 したが ってX社 がサプライヤーに事前 に提供す る購買情報の変動を抑制
できるため,サ プライヤー側の リスク軽減に繋がる。同時にこれは上記の情報共有の取 り組みに
コ 　 　
おいて,情 報の信悪性をいかに高めるのかという問題 とも直結 しているといえよう。
(2)部 品倉庫の活用拡大
購買 リー ドタイム短縮の問題を解決するためにX工 場で取 り組んでいるのが,部 品倉庫を活
用するというものである。
これまでも購買 リー ドタイムの短いAラ ンクの部品のうち他社 と共通の標準部品については,
工場の敷地内た一定基準量の部品在庫をプールできる倉庫を設け,週 次に変わる生産計画に応 じ
て生産ラインにおける必要量のみを随時購買するという方式を採 ってきた。いわば,ト ヨタ自動
車に代表 される後工程が必要な量だけ引き取る 「引 っ張 り方式(プ ル方式)」 である。部品サプ
ライヤー も自己の裁量で,残 存部品に関 しては他社への流用が可能となっている。
X社 は,こ の倉庫方式をX社 向けのカスタム部品にまで対象を拡大することによって購買 リー
ドタイムの短縮を目指 した。ただしカスタム部品の場合には,サ プライヤーが標準部品のように
倉庫内の部品をX社 以外の取引先へ と仕向け先の変更す ることは不可能である。 したがって,
仮に部品が余 らた場合には引き取 り責任期間の範囲内でX社 が全て引き取るという引き取 り責
任契約は残る。サプライヤーは,工 場よ り毎週提供 される事前の生産計画 ・需要予測情報をもと
に,倉 庫内の在庫量の調整を行 う。 さらに,標 準部品のようなジャス ト・イン・タイムのプル方
式での出庫という仕組みではな く,1週 間分の生産計画において確定 した計画使用総量を毎 日定
期的に出庫す るという 「押 し出し方式(プ ッシュ方式)」 を基本的には敷いている。ただし,後
述す るよ うに2003年 以降に実施されたさらなる生産フレキシブル化 に伴ってこの部品倉庫の方
式もより変革 されてい く。
輸送 リー ドタイムが長期に及ぶ海外部品(充 電器,イ ンナーホン,リ モコンなど)は,国 際的
な倉庫を活用 しリードタイムを短縮 してい く。




部品サプライヤーの生産工程そのものに注 目.した取 り組みもX社 は行 っている。部品の購買
リー ドタイムは,部 品サプライヤーの生産 リー ドタイムと物流 に要する運送 リー ドタイムの長さ
に規定される(富 野[2006])。 これまでX工 場では,購 買 リー ドタイムの長さ1ま,サ プライヤー
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が当該部品を製造 し納入するために必要な全ての工程(原 材料の調達→製造→検査 ・包装 ・物流)
の リー ドタイムとほぼ等 しく設定 してきた。それを今後は改めることにより,'購買 リー ドタイム
を短縮する試みを行 っている。具体的には,部 品サプライヤーの生産工程の中で,当 該部品がX
社の製品向けの仕様にカスタム化される時点から工場に納入 されるまでの時間を購買 リー ドタイ
ムと定義するという。例えば,電 子コイルなどの部品の場合,サ プライヤーの生産工程の中でも
そのほとんどをX社 以外の他社向けの部品との共通工程が占める。そこで,X社 向けにカスタ
ム化される時点で発注を行 うことができれば,購 買 リー ドタイムの短縮に繋がる。それと同時に,
部品の生産工程を改善 し,カ スタム化される工程を後工程へと可能な限りスライ ド(延 期)さ せ




2003年 に入 りX社 は需要変動に対するさらなる適応力向上を目指 し,先 述 した「X工場の仕組
みの飽 くなき進化を試みる。 これには,ア メリカの大手量販店からの発注～納品 リー ドタイム短
縮要請,競 合他社 との競争激化,ア ジア地域への工場移転が進むなか国内に生産拠点を持ち続け
ることの強みを明確にするなどの要因が背景に存在する。
1.生 産計画策定サイクルの短縮化㈱
これまでは図4の ようなプロセスによ り生産計画が策定されていたが,そ れが図6の ような仕





本 金 土 日
仕掛品生産


















(22)本 節の記述は2003年7月 に岡本博公氏(同 志社大学)と 共にX工 場において行ったヒアリング調査
にもζついているが,同 氏が岡本[2004]に おいて行った整理内容 も参考にしている。
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組みへと変更 された。マーケティング本部から木曜 日(午 前8時)に 完成品の確定注文が入るま
では従来 と同じである。 しか し翌 日金曜 日の午前10時 までには翌1週 間分の生産計画が策定さ
れ,翌 週の月曜日に工場で完成品の生産が開始 される。つまり,受 注 してから生産にいたるまで





情報処理に要するリー ドタイムを3日 から1日 へと高速化 したのである。これは情報処理および
計画策定 システムの高度化によって実現 された。
(2}仕 掛品生産 リー ドタイムの短縮 と生産先行
ポータブルMDプ レーヤーなどの完成品を構成す るプ リント基板やメカニズム部品といった
仕掛品の生産には0.5日 と3日 の リー ドタイムを要するものがそれぞれ存在する。従来は,最 長
で5日 の生産 リー ドタイムを要 していたが,上 述したような様々な生産改革をさらに推 し進めこ
れを3日 にまで短縮 した。
しか し,実 装部品や外注部品など3日 の生産 リー ドタイムを要する仕掛品に関しては,金 曜日
に策定する生産計画よりも先行 して生産を開始 しなければ翌週行われる完成品の生産に間に合わ
ないことになる。この場合の仕掛品の生産計画は,1週 間前の木曜日にマーケティング本部から
提供 される事前発注情報(予 約発注)を もとにして立て られることとなった。
(3)部 品購買 プロセスの先行
このマーケティング本部か らの予約発注をもとにして翌週の月曜日には部品サプライヤーに対
して注文書が発行され,同 じ週の木曜 日か ら始まる仕掛品の生産に合わせて工場への部品納入が
開始される。 このように部品購買に関 しても完成品の確定受注を行 うよりも先行 してなされるこ
ととなった。つまり従来は完成品の確定注文情報の入手を行 ってから部品購買プロセスが始まっ
ていたものを,部 品購買を先行させることにより受注してから生産にいたるまでの リー ドタイム
削減を図ったのである。ただ しこの場合,予 約発注 と確定発注情報との間に乖離が生 じる可能性
があり,そ うなれば部品在庫の増加 もしくは不足という事態が生 じて しまう。 したが って部品在




仕掛品生産 リー ドタイムが0.5日 に関す るものについては,い わゆる 「かんばん方式」の導入




き渡 し,か んばんによって仕掛部品を引いてくるという方式へ変更 した。
(5)VMI方 式の導入
先述 した部品倉庫の仕組みについても改革が行われている。具体的にはVMI(VendorMan-
agedInventory)と 呼ばれる仕組みの本格導入である。 これまでもX工 場の敷地内に部品倉庫
を設け一定量の部品在庫を保管 しサプライヤー自身が在庫量を調整するというやり方を一部の部
品について適用 してきた。X社 は自らの生産工程の進捗に応 じて必要な部品量のみを使用する。
抵抗や コンデ ンサといった標準部品に関しては全面的に適用されてきたが,シ ステムLSIな ど
のカスタム部品については一部のものに限られており,使 用方法に関 しても引っ張り方式ではな
く生産計画にもとづいた押 し出し方式であった。 これを改善 し,今 後はほぼ全ての部品について




今回の調査を通 じてX社 の担当者が強 く強調 していたのが,購 買 リー ドタイムの短縮 に当た
り 「今後,も っと部品サプライヤーとの情報共有化を進めなければならない」 という点である。
購買プロセスの改革を通 じる中で寄せ られる部品サプライヤー側か らの要望においても,「共有
す る情報の種類を拡大 して欲 しい」 という意見が強 く出されたようである。半導体などのどうし
ても技術的に生産 リー ドタイムが長 くなる部品を供給するサプライヤー側からの要望が特 に強い。
裏を返せば,こ のことに関 しての取 り組みが改革の鍵を握るとともに難 しいということである。
数 ヶ月という短い製品寿命を持つ ファッション性の高いオーディオ製品に関しては,完 成品の当
該モデルの生産終了がいつになるのかという情報の開示が大きな意味を持つ。 しかしなが ら,こ
の種の情報 は他社との競争関係に密接に関連するものであ り,積 極的に開示するということに対
して躊躇 している側面があるという印象 も受けた。同様に,完 成品の実売ベースでの販売量の情
報提供 も求められるとい うが,当 然それには小売店側との関係 も絡むためスムーズには進 められ




情 報共有 の問題 と関連 して,取 引 のEDI化 の問題 が挙 げ られ るがX社 の場 合,國 領[1995]
が主 張す るような 「標準 イ ンター フェースによ るオー プンな情報 システム構築」 に`ま,現 時点で
はまだ至 っていない ようであ る。現在 は,X社 の専用VANの 使用が基本 とな ってい る。 しか し
今後 は,い わゆ る業界標準方式へ の転換 とい う問題 が浮上 して くるか もしれない。 ただ し,情 報
システムの標準化 と取引 のオ ープ ン化 とい う問題について は,同 時並行 的に捉 え られ ることが多
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いが慎重に考える必要があろう。2つ の問題を安易に結びつけると現実に起 きている現象を見誤
る可能性がある。密度の濃い情報を交換 し,緊 密な生産連携を進めてい くためには,必 然的に緊
密な企業間関係が要求される(浅 沼[1997])。X社 もこれまで以上に部品サプライヤーの選別 と
いう問題を重要視 してお り,結 果としては必然的に今よりも少数の企業との長期緊密な取引関係
にな らざるを得ないであろうとい う認識を持 っている⑳。 こうい つた状況を,例 えば國領
[1995]は 「オープン ・ネッ トワーク上における親密な提携関係」 と称 しているが,今 後の展開
を冷静に見守 っていく必要がある。
2.3フ レキシブル化のジレンマ
現時点(2005年ll月)の 仕組みでは,完 成品の受注から生産 まで最短3日 というリー ドタイ
ムを達成 しており,需 要変動への極めて高い適応力を発揮 していると評価できる。 しか し現在X
工場では,市 場の需要変動に対 して100%対 応することが必ずしも得策ではない側面があるとい
う認識 も同時に持っている。2003年 より導入 した現行の仕組み 「(図6)で は,マ ーケティング本
部からの予約発注と確定発注との間に需要変動に応 じて乖離が生 じるという問題があることは先
述 した。この場合,生 産現場が完成品の需要変動に全て対応すると,部 品および仕掛品在庫の増
加 という現象が発生 し,結 果として生産コス トが上昇する(24)。ここにフレキシブル生産の難 しさ
が現れているといえよう。競争力を高めるために生産現場の過度なフレキシブル化を推 し進めた
場合,現 場に圧 し掛かる負担の割合が大きくなって しまい,結 果 として非効率な側面の方が表面
化 して しまうというジレンマが生 じる。
X工 場 の場合,当 初の目標は 「市場への完全対応」 ということで改革がスター トし現在の姿
にまで進化させてきた。 ところが発注乖離の問題によって部品在庫の増加 という問題に直面 した
(直接にはカスタム部品の廃棄損失)。 いわば生産システムのバランスに歪みが生 じてきたのであ
る。特に2004年8月 か ら加わったデジタルスチルカメラが主力生産品 目になってか らは,競 争
が極めて激 しいという今 日のデジタルスチルカメラの市場特性から需要変動が以前にも増 して読
みに くくなった㈱。そのため市場動向に過度に対応 しようとすれば,生 産側(と りわけ購買側)
にかかる負担が助長 されて しまう。そこでX工 場では,発 注を行 う営業側に 「生産側の限界」
を考慮 して もらうということを求め,生 産の歪み解消を図 っている。端的には,長 い購買 リー ド
タイム部品を使用している製品に関 しては,可 能な限 り事前の販売予測に応 じた売 り方を目指 し
て もらうといったことである。販売 ・生産 ・購買の全体最適を目指 していると言い換えることも
できよう。




(25)2005年ll月 現在,X工 場の生産品目のうち金額 ベースで約70%が デジタルスチルカメラである。
デジタルスチルカメラ産業の生産システムと市場適応力については,中 道[2004]参 照。
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このように,競 争力向上を目指 して生産の市場適応力を限りなく突き詰めていった場合,ど こ
かで歪みが生 じてしまう。 このジレンマの解消をいかにして図るのかという点が重要であ り,同
時にここに企業の需要変動への適応の巧拙を見出すことができるともいえる。
お わ り に
本稿 は,生 産 システムの需要変動への適応 という問題に焦点を絞 り日本の電機産業に属するX
社を分析対象に選んだ。適応力向上に向けた生産システム改革の態様を可能な限り丁寧に描き,
現実を等身大の姿で正確に理解 ・把握するという姿勢を重視 してきたつ もりである。
富野[2006]で 確認 したように,生 産 システムの需要変動への適応力(即 応力)を 規定する重
要な要素は,受 注から生産までに要するリー ドタイム(計 画先行期間)と 対象となる生産計画期
間(計 画ロッ ト)を 共に縮小するという2つ のポイントである。図2を 見れば分かるように,X・
工場はこの両者をこの数年間で確実に縮小 してきた。そのためには,ま ず製造現場において生産
効率を高める取 り組みが必要となる。それと同時に資材や部品の効率的な購買管理体制の構築が
欠かせない。 これについても様々な取 り組みがなされてきたことは記述 してきたとおりである。
ただし同時に,現 在は行 き過ぎた生産フレキシブル化のより戻 しという側面が生 じている現実に
ついて も確認 した。 ここで示唆されるのは,例 えば今 日のデジタルスチルカメラのように短期的
な需要変動がとりわけ激 しい製品を取り扱う場合には,高 い生産適応力を敢えて抑える方向性を
取った方が却って競争力を発揮するかもしれないということである。







2001年9月25日 X社AV機 器資材セ ンター
2001年11月20日 X社X工 場
2003年7月3日 X社X工 場
2005年10月5日 X社AV機 器資材セ ンター
2005年11月15日 X社X工 場
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